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産業構造審議会 商務流通情報分科会 割賦販売小委員会 第 27 回 議事録 

日時：令和元年 12 月 2 日（月） 14 時 00 分～16 時 00 分 

場所：経済産業省本館2階西3共用会議室 

 

○正田商取引監督課長  定刻となりましたので、割賦販売小委員会を始めさせていただ

きたいと思います。 

 本日は、翁委員、加毛委員が所用により御欠席でございます。また、藤原委員と柳川委

員におかれましては、遅れての御参加ということになっております。本日は委員12名のう

ち10名が御出席ということで、定足数に達していることを御報告申し上げます。 

 それでは、岩原委員長、本日の御進行をよろしくお願いいたします。 

○岩原委員長  それでは、本日の議題に入りたいと存じます。 

 事務局からの資料でございます「時代の要請を受けた消費者保護～書面交付の電子化～」

について事務局から説明をお願いいたします。説明をいただいた後、討議と質疑応答の御

時間を取りたいと思っております。まずは商務・サービスグループ 正田商取引監督課長

から説明をお願いいたします。 

○正田商取引監督課長  御手元の資料２をご覧いただきたいと思います。 

 まず１ページ目ですが、書面交付の電子化につきまして５月29日の中間整理における整

理の状況について説明させていただいております。こちらにつきましては、現状と課題と

いうことで、包括信用購入あつせん業者については原則書面交付、例外といたしまして利

用者が承諾した場合に電子メール等による方法が選択できることになっております。他方、

加盟店につきましては、御承知のとおり平成28年改正におきまして原則情報提供というこ

とで、書面でも電子メール等でも構わないということになりました。他方、例外といたし

まして、書面交付を求められたときは書面交付をしなければならない、こういう整理にな

ったわけでございます。 

 右側ですが、中間整理で示された方向といたしましては、スマホ・パソコン完結型のサ

ービスについては完全電子化ということを検討を進める必要があるのではないか。その際

には利用者の利便、事業者の負担、それからデジタル・ディバイドといった問題がありま

すが、最後のデジタル・ディバイドについては、スマホ・パソコン完結型で取引を行って

いる利用者ということを想定すると、この辺り、完全電子化も許容できるのではないかと

いうふうにまとめられたところでございます。また、右下のところですが、それ以外の場
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合の包括信用購入あつせん業者に対する書面交付といたしましては、やはり利用者利便性、

事業者負担といったところから検討を進める必要があります。ただ、こちらにつきまして

は高齢者等の電子的通信手段を有しない消費者への配慮というところをしっかり考えなけ

ればいけない、こう整理されたわけでございます。 

 ２ページ目に参りまして、今のような中間整理の必要性、それから許容性というところ

に鑑みますと、いわゆるスマホ・パソコン完結型サービスについて完全電子化ということ

を認めていってはどうかということでございます。ただ、その際、スマホ・パソコン完結

型サービスとは具体的にどのようなサービスかというところが論点になろうかと思ってお

ります。事務局の資料といたしましては、少し硬めの案ではありますけれども、カード番

号等の交付・付与時、それから利用時、それから債務請求時、いずれについてもスマホ・

パソコンで行われるようなサービス、これを完結型サービスとしてはどうか。その下に例

とありますが、物理的カードを発行することを伴うような場合には、現時点の状況を見ま

すと、ここまでの完全電子化というのはちょっと控えるということも考えられるのではな

いかということでございます。そういったようなことが２ページの最後のところで記され

ているところです。 

 ３ページに参りまして、スマホ・パソコン完結型以外の包括信用購入あつせん業者に対

する書面交付についての考え方です。先ほど申し上げましたとおり、利用者の利便性、事

業者のコスト負担といったところを踏まえて考えていくという場合にも、高齢者等の電子

的通信手段を持たない消費者への情報提供の確保ということで、デジタル・ディバイドの

問題、こういったところをきちんと整理しなければならないということでございます。 

 その際に具体的にどのような仕組みにすることが適切かということですが、やはり参考

になる手がかりといたしましては平成28年改正における加盟店の書面交付義務の見直しと

いうことであろうと思っております。真ん中辺りの左側のところで改正の趣旨と内容を書

かせていただいているところでございますが、その右側に行きまして、今回の考え方とし

て、事務局の案といたしましては平成28年の加盟店における書面交付義務の見直しと同様

の形で、具体的には書面交付を求められたときにはきちんと書面交付をするという前提に

立ちつつも、原則としては情報提供、書面あるいは電子メール等の電子的な手段によるこ

とができるというふうに考えてはどうかということで整理をさせていただいておりまして、

そういったことを３ページの下で書かせていただいているところであります。 

 また、４ページ目のところですが、春の議論のときにも、情報提供といったときにどう
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いう方法なのかというのを少し明確にしておく必要があるのではないかという御意見があ

りました。そういった観点から、現時点で情報提供といったときに考えられる方法といた

しまして、ここに①、②と書かせていただいておりますが、能動的にプッシュ型で情報提

供を行っていること、ホームページなりにログインすれば情報があるよということではな

くて、何らかの方法で、それは必ずしも一度に全文を送る必要はないわけですけれども、

何らかの形で能動的に利用者に情報提供をするということ、それから、②は当然のことで

すが、過不足のない情報提供ということでございまして、この青のところに、手段とその

書き方においていろいろなパターン、組み合わせがあろうかと思いますけれども、例示さ

せていただいているところです。 

 また、最後の下のところですが、契約解除の際の催告書面を電子化していくということ

についてですが、事務局の案といたしましては、現時点ではこの義務に関しまして、先ほ

ど申し上げましたスマホ・パソコン完結型サービスの場合とそれ以外の場合を分けまして、

完全電子化と、原則情報提供を購入者、利用者から求めがあった場合には書面交付をしな

ければならないということで、それぞれ整理してはどうかということを書かせていただい

ております。 

 こういった観点について、ぜひ御議論いただければと思っております。以上でございま

す。 

○岩原委員長  どうもありがとうございました。 

 それでは、ここから14時40分ごろまで討議と質疑応答の時間としたいと思います。事務

局から御説明いただいた資料内容について、御不明点に関する確認、御質問や御意見など、

御自由に御発言いただきたいと思います。どうかよろしくお願いいたします。 

 沢田委員、どうぞ。 

○沢田委員  ありがとうございます。 

 結論から申し上げて、今御説明いただいた２ページ目、３ページ目、特に反対ではなく、

賛成でございますが、総論として一言コメントと、各論で４ページについてコメントをさ

せていただきたいと思います。 

 総論ですけれども、書面交付が義務付けられているのは、形式的に書面を出せばいいと

いうことではなくて、目的があるはずですね。それは恐らく利用者に取引条件を正確に伝

えるというのが１点と、もう一つは、借金をするという自覚を促すことかなと勝手に理解

しているのですが、もし違っていたら教えていただければと思います。本来は、書面要件
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につきましても性能規定という考え方をとって、性能を満たすことを義務として、そのた

めの方法は各事業者に任せるのが望ましいのではないかと思います。形式的に書面さえ交

付すれば、利用者に伝わっているかいないかは問題にしないというほうがむしろ問題では

ないかと思っております。それぞれの事業者が自社の顧客層に応じて、どういう方法でど

のように情報提供すると最も目的を達成できるか考えて、工夫していただくのがいいので

はないかと思います。実際はそのようにされていると思いますが、法制上もそれに合致し

たものになったほうが、柔軟性があっていいのではないかと思います。 

 中間整理の段階ではそこまで根本的な議論はする時間がなかったと思いますし、現状で

は中間整理を基本とすることで仕方がないと思いますが、将来の課題として記載していた

だければというのが総論のコメントです。 

 もう１点、４ページのところで、具体的な方法として、メール本文に平文で全ての情報

を書くというのは反対です。メールは過って削除してしまうかもしれませんし、何よりセ

キュリティの観点から全ての情報が載っているものがメールで飛び交うというのは余り良

くないのではないかと思います。なので、ログイン後のマイページに必要な情報が全て掲

載されているのが望ましい。いつでもログインすれば過去の明細を閲覧することができた

り、一括してダウンロードすることができたりというのが利用者にとっては理想だと思い

ます。さらに言えば、事業者が個人データをどんなふうに保有しているか、自分が何に対

して利用の同意をしているかということも利用者自身が管理できるツールがマイページの

中にあると、さらに良いなと思っています。これはＮＴＴドコモさんがパーソナルデータ

ダッシュボードとして採用されている方式ですが、そういったものをそれぞれの事業者が

考えてくださると良いと思いますが、もちろんこれは規制云々の話ではないです。 

 プッシュ通知はメールやアプリで通知をしていただければと思います。ＣＤやＤＶＤは

紙以上に見ないように思いますし、環境への負荷という意味でも紙とか記録媒体はできる

だけ避けるべきで、紙をどうしても要求する場合にはレジ袋のように有料にするといった

ことも考えてもいいのではないかと思います。以上です。 

○岩原委員長  ほかに。田中委員、どうぞ。 

○田中委員  まず２ページ目ですけれども、スマホ・パソコン完結型サービスというこ

とで要件を三つ挙げていただいているのですけれども、①か②のところに関連して、これ

はカードを発行しないということを想定されているのだと思いますが、多分、これでビジ

ネスをしても、現実的にはクレジットカードを使える場所というのは今カードを必要とす
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るところの方が圧倒的に多いという現状を踏まえると、この定義でスマホ・パソコン完結

型サービスを提供して、今回の規定の恩恵を受けられるサービスというのは余りないので

はないかと思います。なので、どう書くかはともかくとして、あくまでも色々な手続がス

マホやパソコンで完結するということを前提にした上で、現行でどういう媒体なりインタ

ーフェースで支払いの手続をするかというところに関しては考慮しないというか、どんな

方法でも等しく扱うというような発想で整理するのがよいのではないかと思います。他の

決済分野においてもそうだと思うのですけれども、そもそも媒体がカードであるという前

提からはそろそろ離れて考えていくというような議論、あるいは検討が全般的に必要にな

ってくるのではないかと思っています。というのが１点目。 

 さらに言うと、手続をする上でスマホ・パソコンのみという言い方をしましたが、一方

で、店頭で新規のカードの発行の手続をする場合においても、現状はテーブルの前に座っ

ていただいて紙に書いていただくだけではなくて、最初からタブレットにタッチペンで記

入していただくというようなオペレーションが結構始まって普及しつつあると思います。

そうすると手続に限定したとしてもスマホ・パソコンのみによってというところは意図し

ているものとは違う状態にもなると思うので、表現が難しくなるなと思いつつ、そのよう

な状況があるということを考慮して制度設計していただきたいなと思いますというのが１

点目です。 

 それから、３ページ目と４ページ目をあわせてという感じになりますが、今、沢田委員

が仰っていただいたように、基本的には情報があるということはプッシュで伝えた上で、

情報に関しては、ある程度セキュリティが担保されたエリア、ID、パスワードでログイン

してというようなところに見にいくということが良いのではないかと思っていますという

のが２点目です。以上になります。 

○岩原委員長  他に、何かございますか。池本委員、どうぞ。 

○池本委員  池本でございます。 

 スマホ・パソコン完結型サービスというものについての要件の縛りというのは、基本的

にはこれでよろしいのではないかと思います。一方で、カードをもっている人が使うお店

によって、完全電子化のデータで行く場合と紙で来る場合と分かれるという、これは、か

えって事業者からすれば経費もかかるでしょうし、利用者からすると全体像が一覧できな

くなるという不便さがありますので、現実にはカードをもってお店で利用するという方法

がまだまだたくさん有るわけですから、スマホ・パソコン完結型というのは交付時と利用
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時、あるいは請求時というところが全体として完結している場合に限るというのが適切で

はないかと思います。 

 それから、４ページの催告書面の電子化について意見を述べたいと思います。これにつ

いても契約書面や取引条件表示などと同じ扱いにするというふうに提案が出ているのです

が、これは私は反対せざるを得ないと考えております。というのが、催告書面はそれによ

って契約解除あるいは期限の利益喪失という法的な不利益に直結する書面であります。そ

れを、もし見るのが遅れた場合に、期間を徒過したときの不利益の大きさを考えると、取

引条件の表示あるいは契約書面交付とは性質がやはり違うということが１点。 

 それから、元々書面の電子化が事業者から提案されたのは、取引条件の表示あるいは契

約書面の交付なりを紙媒体で、それこそ毎月郵送するというコストを考えると非常に大き

くなる、少額与信の場合はますますその負担が大きくなる、この辺りが実質的な理由では

ないかと思うのですが、催告書面ということは、今月の引き落としができていませんよと

いう注意喚起の督促、これはデータでも構わないと思うのですが、法的な期限の利益喪失、

契約解除という全体までいくというのは、ごく限られているのではないかと思います。先

般もカードにおける延滞率というのは非常に低いというような御発言もあったように思い

ますが、だとすると、催告書面まで電子化を原則にしなければならないという経済的なニ

ーズ、あるいは現実の発生頻度ということからしても、それほど無いのではないか。むし

ろ、今のようなことを考えると、消費者の不利益の重大さ、事業者としての負担はそれほ

ど大きくないということからすると、催告書面については、同意があれば電子化するとい

うこれまでの契約書面の交付義務とか、その辺りまでの取扱いで十分ではないかと考えま

す。ぜひ、この点については御議論いただきたいし、あるいは催告書面を送るという発生

率がどの程度なのか、もし業界の方がおわかりであれば、個社ではなくて平均値でもいい

のですが、教えていただきたいと思っております。以上です。 

○岩原委員長  岩下委員、どうぞ。 

○岩下委員  今日の結論部分は、私も報告書のここをこう直せというところは余りない

のですけれども、私の考え方は何となく事務局の説明や今の池本委員の意見と違うので、

それについて申し上げたいと思います。 

 最近キャッシュレス決済が随分流行っておりまして、私も何とかペイというのを専ら愛

用しております。使えるお店では必ず使うようにしています。そこは当然紙も何もなく、

バーコードをバーコードリーダーで読み取って、「ペイッ」とか、そういう音がして決済
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されるということで、レシートをくれるお店もありますけど、私は「結構です」と断って、

そのまま商品を受け取るなり物を食べるなりしています。一方で、例えばクレジットカー

ドしか使えないお店もありますので、そういうところではクレジットカードを使いますが、

クレジットカードのCAFISのCAT端末というのを多分皆さん使っていらっしゃると思います

けど、ここからは大体３枚ぐらいのミシン目が入った紙が出てきまして、丁寧なところだ

と一枚一枚切って並べて、その上に判子を押して、「これとこれはお客様のです」と渡し

てくれるわけです。そうしている間に、私の後ろには長い行列ができたりします。 

 たしか、2017年の未来投資戦略の中に、前回の割賦販売法改正で一部の書面の交付をし

なくてもよいとするルール改正を行ったので、今後キャッシュレス化が進行するであろう

と書いてあったと思います。私はすごくありがたい規制緩和なのかと思っていたのですが、

翌年の未来投資戦略はキャッシュレス協議会が云々という話が中心となって、割賦販売法

云々という項目は無くなったわけですけれども、そもそも今のCAFIS端末で、お客様がい

りませんといったら出しません、いりますといったら出します、そんなオペレーションを

しているお店は無いわけです。いるという人がいるかもしれなければ全部出すのです。そ

れは当たり前の話です。従って、今のままのルールでいけば引き続き全部の取引で紙を出

すのでしょう。そういう意味でペーパーレスにならないし、クレジットカードで決済する

ときは時間がかかるし、後ろに行列ができるということを今後もずっと維持していくので

すよねという話であります。 

 私は、それは誰の不利益かというと、クレジットカードを利用する人の不利益であると

同時に、クレジットカードというビジネスをやっている事業者さんの不利益でもあると思

うのです。だから本当はクレジットカード業務をやっている事業者さんから、もう既に電

子的なweb明細でやる人がほとんどなんですよとか、クレジットカードの明細は全て履歴

に出ますから、紙は無くなっていいのではないですかという規制緩和要望が出てくるもの

だと思うのです。実際、何とかペイは全てスマホで履歴が見られますので、そういう意味

では自分でも確認し、ちゃんとチェックすることができます。方々、CAFISから出てくる

紙をもらっても、あれをまとめておいて後で突合のチェックなんかしないですよ。してい

る人がいるのですか。という意味では、あれは単に事業者とお客さんと、それを提供して

いるカード会社さんに無駄なコストをかけさせているだけではないかと思います。それが

規制によってやれといわれているということだとすると、本当は業者さんが、あれはナン

センスでしょう、今の時代にこんなことをやる必要はないですよという声を上げなければ
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いけないはずです。私は今回の規制改革においても、もう少し、スマホ・パソコン完結型

サービスとは何かについての要件を詰めた方がいいと思います。例えば私はクレジットカ

ードを使うときも、アップルウォッチの中にトークナイゼーションしているクレジットカ

ードを使って、例えばクイックペイとか、そういうところを経由して払うのが主ですから、

カードの現物なんか使っていません。最初に発行するときには確かにカードの現物があり

ます。そうすると、多分この条件の中では完結型ではないということになるのでしょう。

最初に発行されるとき以来、全く見てもいないカードが、でも最初は発行されているので

完結型ではないということになって、紙と判子が必要になる。判子は何で押すのですか。

判子を押すお店と押さないお店がありますから、私はよくわからないのですが、そういう

プラクティスを何とか変えていったほうが、僕はクレジットカート業界のためなのではな

いかと思うのですけど、余りそういう議論が無いのです。それでいいのですか。本来であ

れば、もっとそういう部分を効率化していきましょうよ。 

 もちろんお客様に求められればとか、お客様が不安であればとか、そういう議論はある

でしょうけど、そのために例えば電子メールを、みんなにアドレスを聞いて、電子メール

アドレスに利用通知を送ったり、私が使っているカード会社さんですと使うたびにメール

が届いたりします。そういう努力をされていらっしゃるのではないかと思うので、にもか

かわらず紙も出せというのは、しかもそれが法令で決まっているという話になると、これ

は本来、無駄な規制なのではないかということで批判されるリスクがあるようなものでは

ないかと思います。 

 その意味で私は、完結型であれ何であれ、蟻の一穴をあけること、それ自体は賛成です

が、今のスマホ・パソコン完結型サービスの定義は余りに狭くて、どうせ変わらないでし

ょうと池本委員も仰ったと思いますが、私はできればクレジットカード業界には変わって

ほしい、効率化してほしい、そして今後もサバイブしてほしいと思うので、そういう目的

でルールを見直すということについて、ぜひ議論したほうがいいのではないかと考える次

第です。以上です。 

○岩原委員長  唯根委員。 

○唯根委員  ありがとうございます。岩下委員の後だと古い時代の消費者の様で言いに

くいのですが、現状を申し上げます。 

 私のような消費者からしますと、キャッシュレス決済の生活を始めてみて、やはり一番

使いやすいのはクレジットカードだなと実感しています。そう感じている方が多いのでは



 - 9 - 

ないかと思います。○○ペイさんやなにかですと、お店側が慣れていなかったりして使い

にくかったり、決済後に出てくる紙ベースの資料は私が使ってみた限りでは現金も○○

PAYもクレジットカードも似たり寄ったりだなというところなので、将来的には岩下委員

の仰るようにペーパーレスに改革されるのかもしれませんが、その前段階として、現状で

はまずクレジットカードでもプリペイドでもキャッシュレスを利用できる人が増える、カ

ード類を８枚も持っているのに利用している人は少ないという現実をもう少し変えていく

という段階なのではないかと感じています。なので、スマホ・パソコン完結型のサービス

ということについては、２ページの①、②、③の条件でということで、現実にカードを使

っている者とすると、ここまで完全にカード無しで利用できる方ぐらいしか、電子化とい

うところでは無理ではないかなと思っております。 

 ただし、４ページにあります催告書面の電子化については、催告書がどれだけ重要なも

のかということが、消費者がトラブルになったときにしか貰わない書類でもあり、通知で

もあるので理解している消費者は少なく、電子化してしまって、もし無くしてしまったり、

見ていなかったりということで自分が不利益になることが判らないのは避けたいので、こ

ういう点については完全電子化は除外していただけないかなと思っております。 

 あと、情報提供に関しましては、沢田委員からも環境問題なども踏まえて御意見があっ

たのに賛同しますけれども、電子メールは、受け取り手の消費者からしますと、重要なメ

ールと迷惑メールとの区別がつかなかったり、本物か偽物か判断がつかないものが増えて

おります。ですから事業者が送信したということだけではなくて、少なくとも消費者が開

封したというところまで確認できるようなアプリケーションソフトなりがあるのであれば、

そこまで事業者さんのほうで仕組みをつくっていただきたいと思いますし、なおかつ、電

子メールは、消費者がネットで事件・事故とかトラブルに巻き込まれた際には私たち相談

員は、相談者には「メールアドレスを変えて自分のセキュリティを守ってください」とい

う御案内をすることも多いので、契約書の所在を電子メールだけで確認していいのかとい

うところもちょっと不安に感じているところです。とりあえず以上です。 

○岩原委員長  それでは二村委員、どうぞ。 

○二村委員  ありがとうございます。 

 岩下委員の仰るジャーナルを１件１件チェックする数少ない人間かと思いますが、それ

でありつつも私は、別に紙でなくても、デジタルであってもチェックは簡単にできるので、

何も紙にこだわる必要はない派です。そういう点でいきますと、今回の報告は大きな方向
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性としては、全く異論はございません。 

 ただ、幾つか申し上げたいのは、まずスマホ・パソコン完結型サービスに限定して紙は

廃止、デジタルのみというたてつけの仕方ですが、これは恐らくデジタル・ディバイドを

念頭に置かれてということだとは思うのですけれども、最新の平成30年の情報通信白書を

見ますと、モバイルの世帯別の保有率94.8％、うちスマホが75.1％です。パソコンでいき

ますと72.5％。これは世帯別です。個人別で見ますと、モバイル端末については84％、う

ちスマートフォンが61.9％です。ですから。この議論を始めたときと比較しても普及率は

さらに上がっている状態です。去年、今年と、ちょっと足踏みという評価をしていますが、

それでも過半を超えている状態です。これを年齢別でさらに見ますと、59歳までの層です

と９割超が保有している。60歳から64歳の層でみても81.2％、その上になると67.9％とち

ょっと下がってきますが、全体として見るとどんどんどんどん上がっている状態なわけで

す。それから、クレジットのサービスを利用できている、ある程度の年収はそうはいって

も必要だ。年収の切り口でみてみますと、200万から400万の世帯で74.1％、400万超にな

りますと85.5％。つまり、デジタル・ディバイドと言っているのですが、どんどんどんど

ん状況は変わっていますし、なおかつ、どこをターゲットにするかによってデジタル・デ

ィバイドの大きさというのは全然違うはずなのです。そういう観点からみると、過度にデ

ジタル・ディバイドを強調していくというのも考え物だな。 

 その観点でいきますと、予めデフォルト、スマホ・パソコン完結型と決めるのではなく

て、うちの店では、あるいは私のところでは、デジタルでしか提供しません、それでよけ

れば利用してくださいという道を認めてもいいのではないのかな。客観的にこういう要件

を満たさなければやってはいけないといい始めると、結局のところ、先ほど岩下委員が仰

ったように混在していたら全部揃えなければいけない。それより、もう割り切って、うち

はデジタルでしかデータを提供しません、それでよければ利用してください。であれば、

どうしても紙でないと困るという人は利用しないという選択をする。それがわかる状態に

しておけばいいのではないかと思っております。 

 そういう意味で、ここのルールづけのところを、第一歩としてこうなのだと言われれば

それも一つの考え方ですが、もう少し事業者側の選択と利用者側の選択によって適合解を

見出すという方向を打ち出していただいたほうがよろしいかなと思っております。 

○岩原委員長  島貫さん。 

○島貫様  ありがとうございます。三菱ＵＦＪニコスの島貫でございます。 
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 先生方の御議論の中で業者に対する色々な御示唆や御質問がありましたので、弊社の場

合ということで簡単に御回答したいと思います。 

 まず催告書面の負担でございますけれども、これは御指摘のようにそれほど数が多いわ

けではないので、ここをデジタル化する、あるいは従来どおり書面ということに対しての

負担感という観点だけで見れば余り変わらない。それほど大きな負担ではありませんとい

うことは御指摘のとおりだと思います。 

 それから、田中委員からクレジットカードが今後変わっていくのではないかという御指

摘もございましたが、これは御指摘のとおりで、多分カードの現物発行というのは今後オ

プションのようになっていって、とりあえず番号だけあれば決済できます、御希望の方は

現物を発送いたしますというふうに変わっていくのだろうなと、個人的には思っておりま

す。例に出ましたアップルペイでございますが、これが多分、対面取引と非対面取引が融

合した最初の第一歩だと思っていまして、こういうふうに対面・非対面の垣根がどんどん

どんどん無くなっていくという流れになっていくだろうと予想しております。 

 では紙を出さなくていいかということでございますが、クレジットカードの場合、比較

的高額な決済の分野を扱っているという点があります。そういった意味で、先ほど先生方

の中にもありましたように、消費者に対する安心感ということでは紙を希望される方がま

だまだ多いのではないかというのが現場の実感でございます。それから、大型店さんは

POSからレシートを排出いたしますが、レシートがクレジットカードの利用控えと一体型

になっているので、こういうところはそれでよろしいかと思うのですが、いわゆるＣＣＴ

といわれているスタンドアローン型の端末を導入されている中小のお店は、カードの利用

控えがお客様のレシート代わりになっているケースもございますので、場面場面に応じて

消費者の方に安心感を与えられるような形で対応していくというのが現状でございますの

で、流れとしてはペーパーレスで、もう紙はいいというふうな加盟店様が出てくればそう

いう対応もしていかなければいけないと思っておりますが、徐々にそういう流れになって

いくのではないかと思いますが、いきなりというのはなかなか難しいかなというのが現場

の実感でして、そういう意味では今回の整理、あるいは中間報告の内容については、当社

としては賛成させていただきますし、ペーパーレスの流れについても賛成させていただき

たいと思っております。以上です。 

○岩原委員長  それでは與口さん、お願いします。 

○與口様  ありがとうございます。 
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 ちょっと確認的なことで恐縮ですけれども、２ページ目の完全電子化のところの一番下

の四角の矢印の囲みのところですけれども、包括信用購入あつせん業者について、取引条

件表示あるいは書面交付について①から③のある種の条件を電子化を認めるための要件と

してやるということはよく理解できるのですけれども、ここで「及び」ということで加盟

店の情報提供に関してもこの要件を求めるということについてちょっと確認をと思ってお

りまして、加盟店さんの方では物理的なカードが出ているかどうかというのは認識しにく

いのではないかなと思うと、ここでこれを求める意図はどこにあるのか、確認させていた

だければと思います。もしかすると全体のスキームの中で加盟店さんの書面交付も包括信

用購入あつせん業者が例えば委託を受けるとか、そういうことで考えられているのであれ

ば、それも一つの考え方かなとも思ったりするということですけれども、その点が一つ。 

 それから、次の、今も加盟店さんの方でも電子化が認められている部分ではあるのです

けれども、その他の包括信用購入あつせん業者さんに対する書面交付の義務の見直しのと

ころで、実際に情報提供が何らかの形で行われていることが例えばｗｅｂのチェックか何

かで確認されたときに、さらに消費者の方が書面も求めてくるということがあったときに

は、情報提供はされていることを確認しているのだけれども、求めに応じて書面を交付し

なければならないというのが現状なのかどうか、今後広く書面の電子化が行われる中で、

消費者の方がいつ何どき、何回でも求められるものなのかというようなところで、何らか

の制限のようなことを御考えなのかというところを御尋ねさせていただければと思ってお

りますので、よろしくお願いいたします。 

○岩原委員長  それでは正田課長、お願いします。 

○正田商取引監督課長  まず２ページ目の点でございますけれども、中間整理の時点で

もこの書き方がされていることではありますけれども、若干御指摘のとおりわかりづらい

ところがあります。ただ、「及び加盟店の情報提供に関し、」というのは、申し訳ないの

ですが、後ろの「完全電子化を認めることとしてはどうか。」というところにつながって

いて、そういう意味では加盟店に関して①、②、③ということではなくて、包括信用購入

あつせん業者の取引条件の表示と書面交付のみならず、同時に、そこだけをやっても完全

電子化に余り意味がないので、加盟店の情報提供に関しても全体として含めた上での完全

電子化ということで、これは中間整理でもそのように書かれておりますので、基本的には

その時点と認識の変更は特に無いということでございます。 

 それからもう１点、３ページ目ですけれども、情報提供がされていることが確認された
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後にさらに書面交付を求めた場合にも書面交付義務があるのかという点につきましては、

法律上、書面交付をする必要があるということでございます。何回でも求められるのか、

ここは法の規制というよりは利用者とカード会社さんの関係によって基本的には決まって

くるのだろうと思っております。何らかの、手数料ではないですけれども、求め方や、そ

ういうことも含めて、そこは事業者さんとの関係ということであろうと思っております。 

○岩原委員長  よろしいでしょうか。 

 丸山さん。 

○丸山様  FinTech協会の丸山でございます。 

 電子交付等を御検討いただきましてありがとうございます。我々、FinTechの事業者の

観点から少し申し上げさせていただきますと、先ほど件数が少ないのか多いのか、求めら

れたときであればいいのではないかみたいなお話があるのですが、デジタルベースでシス

テム、サービス、業務を全て設計していくという思想がFinTechの中には強くございます。

今色々なところでそういう思想があると思うのですが、そもそも１件でも書面を送らなけ

ればいけないようなシステムを組むのかどうかというのは大きなインパクトがありますの

で、考え方としては基本的には完全ペーパーレス、そういうような仕組み、業務が基本は

発生しないという設計になると劇的にコストが下がっていくものだというところを御理解

いただけますと大変ありがたいなと思います。 

 そうは言いましても、書面交付を前提に契約を結んだ方と、これから新たにデジタルで

入ってこられる利用者の方が存在するのは事実でございまして、２ページ目のスマホ・パ

ソコン完結型サービスの部分、本来でいきますと我々は全員デジタルでいいじゃないかと

思っていますが、そうは言いましても皆様御指摘のとおり書面交付が必要な方もいらっし

ゃるのは理解しております。そんな中で、これは実態とかけ離れているのではないかなと

感じる点がありまして、論点の例の中に物理的なカードを同時に／追加で交付する場合と

いう表現がございます。これはどういうことか想像すると、アプリでウォレットなりペイ

を申し込み、やっぱりカードが無いと使えない場所もあるから追加で出そうという構成だ

と思います。そういう意味では契約は恐らく電子的に結んでいるし、そういったことを理

解されて追加されていくと考えますと、ここは物理カードがある・ないということではな

く、実態としては完結型に近い発想ではないか。利用者もそういう理解ではないのかなと

思います。本当は出ているクレジットカードも同意をもって電子でいいよと、全部やって

いけばいいということではありますが、少なくともこの１点目の同時／追加の部分は、法
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的な表現に捉われるとカードが出ているじゃないかというふうになりますが、実態として

は、ここはウォレット型ペイ、電子決済型ではないのかなと思いますので、この２点を御

検討いただけますとありがたいと思います。 

○岩原委員長  それでは吉川さん。 

○吉川様  メルペイ 青柳の代理で参っております吉川と申します。 

 今の丸山さんの発言に加えて、特に４ページの部分で少し追加というか、補足でコメン

トをさせていただきます。 

 いきなり紙が良いのか電子が良いのかというところから入ってしまうと、やや議論がわ

かりにくくなってしまう面もあるかなと思いまして、今この場で委員の方々から指摘され

た点でも、特に催告のところは利用者の方の不利益に直結する、性質が異なるといった御

指摘ですとか、電子的な手段、電子メールだと、無くすかもしれない、見ないかもしれな

い、届かないかもしれないといった御指摘があったかと思います。それはまさに私どもも

解決しなければいけない論点かなと思っております。ただ、それを解決するのによい手段

が紙なのか、電子なのか、電子にも色々なやり方がございますので、今挙がっているよう

な懸念に対して具体的に解消する方法はどういうものがあるのか、もう少し具体的に見て

いくことが必要ではないかなと思います。いきなり紙か電子かとやってしまうと、今出て

きたような懸念にどう応えていくか、余り精緻に議論できないので、そこを具体的にやっ

ていけば利用者保護にも資するし、事業者のコスト削減にも資するような着地点に至れる

のではないかなと思っております。 

 その点で、例えば紙を希望される方が多いという点についても、これは入口でスマホ・

パソコン完結型と絞った形でやっておりますので、そういったものを御利用されるお客様

にとって一番身近で安心できる手段というのは何なのだろうか、こういうのは一度、どう

いう調査ができるのかわからないですけど、従来型の後払いのようなものをされている方

と別の消費者像があるかもしれませんので、そこは一度しっかり捉えてみてもいいのかな

と思いますし、電子にすることで一覧性、検索性、管理性などが向上するやり方もあるか

なと思っておりますので、この辺は私ども事業者に聞いていただければ、今やっているこ

と、それから将来的にこういうこともできますということもご説明できるかなと思います

ので、その辺はより具体的に詰めていって、紙か電子かの二項対立ではなく、利用者の保

護とコスト削減を両立する方向、どういうことがあるか、議論を深めさせていただければ

なと感じております。以上でございます。 
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○岩原委員長  沖田さん、お願いします。 

○沖田様  私もこれまでの各委員の先生方と意見は共通するのですけれども、グローバ

ルなFinTechトレンドという観点で２点申し上げたいと思うのですけれども、今回の完結

型というのは、いわゆる○○ペイというのを念頭に置かれていると考えられるのですけれ

ども、現時点でもスマホで完結していますという事業者さんは多い一方、先ほどの丸山さ

んの御指摘のように、物理カードを発行して、より利用者の利便性を高めていきましょう

というサービスも国内でも存在いたします。グローバルに考えますと、チャレンジャーバ

ンクですとかネオバンクというようなプレーヤーのほとんどは似たようなサービスをやっ

ていまして、彼らの考え方は、これまでのカード決済はどちらかというと物理カードが主

で、それを補う形でインターネットがあったというところだと思うのですけれども、むし

ろアプリとか、デジタル型のサービスが主で、それをより便利にするもの、従の形で物理

カードがあるといった形なのかな。 

 先ほど岩下委員が仰ったように、混在するとどうしても低い方に合わせざるを得ないと

いうことになりますので、サービス事業者からすると、物理カードを出すことによって非

常に負担が大きくなるのであれば、利用者にとっては本当は便利なのだけれども、物理カ

ードは規制のせいで出さないという形になってしまうと、日本だけが利用者として享受で

きるサービスのレベルが低いという形になりますので、利用者保護の観点からいうと損失、

厳密にいうと機会損失が大きくなるのではないかな。 

 それから、テクノロジーの観点でいっても、クレジットカードも御承知のように元々は

単なる紙でできていて、それがプラスチックに変わって、当初はエンボスという凹凸を使

った部分から、磁気カード、それからICカード、今は非接触のものですとか、QRコードも

含めてですし、非接触もニア・フィールドというものではなくて、スイカでもコンタクト

レスという形、かざすことも要りませんというような形で、技術はどんどん進展している

ということを踏まえますと、同様に技術の進展を前提として制度設計、言うほど簡単なも

のではないというのは重々承知しているのですけれども、今後インターフェースがどんど

ん変わり得るということを前提としないと、日本の消費者だけが損をしてしまうというの

は、社会全体はもちろんですけれども、利用者、消費者保護の観点からもよろしくないの

ではないか。 

 それから、消費者保護の観点でいうと、FinTech企業はUX、ユーザー体験というのを非

常に重視するわけですけれども、先ほどの催告書面で、委員も仰られたように非常に不利
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益の大きいものだからちゃんと伝えなければいけません。沢田委員も仰られたように利用

者に正しく伝わるという観点だと、世代間ギャップもあると思うのですけれども、人によ

っては、紙で送って来ないでくれ、そんな重要な情報をという人も、恐らく若者の中では

多いのではないかな。そんな大事なことであれば、アプリでプッシュしてくれれば絶対見

たのに、何で郵送なんかで送ってきてしまうのだ。大事なことなのに見落としたではない

かというような利用者は、実は決して少なくないのではないかなと思います。これは正直

なところ難しい問題でして、人によって紙が望ましい、プッシュ型が望ましいというもの

は多いと思うのですけれども、ここも、途中御意見がありましたけれども、デジタル・デ

ィバイドというところでどちらに焦点を合わせるか、一般的にはデジタル機器を使えない

方に焦点を合わせるというのは私も同意するのですけれども、一方でデジタル・ネイティ

ブ世代にとっては、デジタルが提供されない、書面を原則とすることによって、しっかり

情報が届かないということで不利益を被り得るということも、恐らく事実だと思います。

私は決してデジタル・ネイティブの世代ではなくて、もう少し若い人たちがきっとそうだ

と思うのですけれども、正直申し上げて、私ぐらい、40代ぐらいでも同様に感じる人は決

して少なくはないと思いますので、そういった意味では国民全体の利益という観点でも、

正しく通知をすることが本質なのだということで、制度設計をぜひ御検討いただければと

思います。 

○岩原委員長  よろしいでしょうか。 

 皆様、大体御発言いただいたと思います。大変活発な御意見をいただき、御討議ありが

とうございました。そろそろ時間も迫って参りましたので、この辺りで議論を終えて、次

の議題に移りたいと思います。 

 事務局からの資料であります「報告書骨子案」について、事務局から説明をお願いいた

します。説明をいただいた後、討議と質疑応答の時間を取りたいと思っております。 

 それでは正田課長、説明をお願いいたします。 

○正田商取引監督課長  資料３をご覧ください。報告書骨子案ということで、副題とし

て当面の制度化に向けた整理と今後の課題ということで、枠組みといたしましては、中間

整理では広く様々な問題を取り上げさせていただきました。法律改正なり制度改正に関わ

るところ以外のことも取り上げさせていただいて、全体を整理させていただいたわけです

けれども、今回の報告書では、そのうちの制度化に向けた部分の整理ということと、それ

に留まらず、今後どういったことを考えていかなければいけないかということの整理を案
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として提示させていただいております。 

 まず１ページ目でありますけれども、第１章で、最初のところは中間整理の入り口のと

ころと同じですけれども、割賦販売法のところでは特に消費者保護と消費者の利便性の確

保というバランスをとって制度がこれまで展開してきたということ、それから平成28年改

正ではセキュリティ対策などを義務づけたわけですが、その中でも技術革新などを取り込

んだ柔軟な規制・制度ということについては、その際の割賦販売小委員会などでも議論さ

れて措置されてきたということであります。 

 他方、昨今におきましては決済テクノロジーの進展ということで、さらにこういった技

術・データを活用した形での柔軟な法制度、そういったものを前提とした法制度というこ

とをきちんと考えていかなければいけないのではないか。もちろん、その際にも適切な消

費者保護ということとのバランスがありますけれども、そういった法体系を指向すること

が必要ではないかということが基本的な考え方で書かれております。 

 また、３ポツですが、中間整理をした後の動向といたしまして、成長戦略の閣議決定で

書かれた事項、それから８月８日に消費者委員会からいただいた御意見なども周辺の状況

として記載させていただいております。 

 また、２ページ目に参りまして第２章、第１節で、１ポツですが、リスクベース・アプ

ローチの導入ということで、いわゆる少額包括信用購入あつせん業者という位置づけを少

額で低リスクな後払サービスに関して設けまして、新たに登録制を創設し、そこでの一定

の規制の見直しを考えてはどうかということでございまして、詳細につきましてはこの秋

の第１回の際に御議論いただいた内容が柱となっております。もちろん、いただいた意見

はきちんと報告書の中で、全部が全部ということかというのはありますけれども、議論の

状況を踏まえまして報告書では肉づけをしていくことにはなりますけれども、骨組みとし

てはこういったことが考えられるのではないか。 

 また、２ページ目の下の２ポツからがいわゆる与信審査についてですが、①、次のペー

ジに②、③とありますけれども、①で指定信用情報機関の運用・システムのあり方の見直

し、それから②のところで指定信用情報機関の信用情報の使用・登録義務に関しての整理、

特に使用につきましては、現時点では使用義務を課すものの、この後の実態を踏まえなが

ら段階的に見直していくことを考えてはどうか。また、登録義務についてもこれを維持す

るということが書かれてございます。色々な御意見があったことは認識しておりますけれ

ども、基本的な骨組みの部分についてはこういったことを整理させていただいております。
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また、事前・事後チェックのところにつきましても、様々意見がございました。そういっ

たこともありますけれども、そこのところはしっかり報告書のところで整理していくこと

になろうかと思いますが、御議論いただいたような形で事前と事後のチェックをしっかり

やっていくということでございます。 

 また、３ページの第２節はQRコード決済事業者等のセキュリティ対策ということで、主

に四つのカテゴリー、決済代行業者、コード決済事業者、ＥＣモール事業者、それから、

こうした事業者の方々から委託を受ける方、受託者というところについて、新たに適切管

理義務の直接的な義務対象としてはどうかということでございます。 

 次のページに参りまして、４ページでありますけれども、第３節のところは本日御議論

いただいた内容がございますので、まだ括弧書きということではありますけれども、スマ

ホ・パソコン完結型と、それ以外の場合の整理ということで書かせていただいております。 

 第４節につきましては、いわゆる業務停止命令の新設ということを書かせていただいて

おります。 

 また、第３章から今後具体的な検討を深めるべき課題ということで幾つか述べさせてい

ただいております。一つ目がいわゆる決済横断法制ということでございまして、中間整理

におきましても、ここにございますように、これからきちんと具体的なあり方の検討を進

めていくことが求められるという整理をしたわけですけれども、この点についても当然、

個別に今回議論した内容、それから金融審議会で議論している資金決済法なりの見直しの

議論、こういったものを早急に進めることは当然必要なことでございますけれども、引き

続き、非常に速い決済周りの環境変化や現場のニーズというものもしっかり踏まえて、あ

るいは国際的には決済制度改革などが進んでいるわけですけれども、こういった動向など

も踏まえまして、関係省庁が連携して具体的なあり方の検討を進めていくことが必要では

ないかということを書かせていただいております。 

 また、２ポツですが、RegTech/SupTechの話でありますけれども、平成30年度の有識者

検討会、これにつきましては春の議論の際にもその内容をご説明させていただきましたけ

れども、そういったことを踏まえて平成31年度、令和元年度もいろいろな具体的な取組み

を進めてきたところではあります。さらに仕掛かりのロードマップをきちんと整理し、展

開といたしましては、実証的な取組を令和元年度は主にやったのですけれども、そういっ

た取組を広げていくといったことが想定されているのではないかということでございます。 

 また、最後の５ページ目ですが、新成年への対応ということで、民法改正の施行までま
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だ時間はあるとはいえ、そこに向けて今後、行政と事業者において具体的な対応のあり方

はきちんと整理をして検討していく必要があるのではないかということを書かせていただ

いております。 

 また、４ポツですが、決済情報の利活用ということで、これは産業政策的な意味もある

ところではありますし、キャッシュレスなどの文脈もあろうかとは思いますけれども、い

ずれにいたしましても決済情報をどのように利活用し、付加価値産業化していくかという

部分はあろうかと思います。決済の分野を見ますと、新興のFinTechの方々は、広告であ

りますとか、それ以外のモール事業でありますとか、別途事業を持っている。あるいは交

通系の前払いなどでもそうだと思いますし、状況は色々ありますけれども、決済を担う他

の主体である銀行なども別の事業を持っている。他方、クレジットカード会社は決済を専

業しているという状況の中で、この産業がどうやって付加価値を付けた産業となっていく

かというのは一つの課題なのではないかという観点から４ポツの整理を書かせていただい

ているところでございます。 

 また、５ポツにつきましては、明確にはこれまでの議論ではなかったところですけれど

も、決済ネットワークのあり方という部分は非常に重要になってこようかと思っておりま

す。もちろん決済横断法制というような議論もございますけれども、そことも連関するよ

うな話かもしれませんが、いわゆる割賦販売法の規制の枠組みの中だけで、この中をどう

するということのみならず、割賦販売法の射程なり視野はその範囲でいいのかという部分

も含めて、決済ネットワークのあり方、あるいはインフラのあり方、そういったものも含

めて少し検討を深めていく必要があるのではないかということで書かせていただいている

ところでございます。 

 以上のようなところが事務局の資料でございまして、ぜひ御議論いただければと思いま

す。 

○岩原委員長  どうもありがとうございました。 

 それでは、ここから15時55分ごろまで、討議と質疑応答の時間としたいと思います。事

務局から御説明いただきました各資料の内容について、御不明点に関する確認、御質問や

御意見など、御自由に御発言いただきたいと思います。どうかよろしくお願いいたします。 

 岩下委員。 

○岩下委員  どうもありがとうございます。 

 多分この報告書の基本をなすべき３ページぐらいまでの今回の報告書を受けての今後の
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規制改正の内容につきましては、前回及び今日の前半で私の立場を申し上げておりますの

で、繰り返し述べることはいたしません。その上で私が今日述べたいと思うのは最後の５

ページですが、４ポツ決済情報の利活用、５ポツ今後の決済ネットワークのあり方という、

言ってみれば日本のクレジットカード産業の将来についてどのように考えるかという点に

ついて、私なりの考えを述べさせていただきたいということであります。 

 日本のクレジットカード産業というのは、以前から申し上げているとおり大変ガラパゴ

スな存在でありまして、世界的に見てみますと、預金を持っている銀行がデビットカード

及びクレジットカードのビジネスを兼業して行うということが標準形なわけであります。

あるいは、預金を持っていないけれども、従来のビジネスよりもよりイノベーティブなサ

ービスとして、例えば1998年にペイパルが誕生し、その後それに類するような、様々なイ

ンターネットをベースとした決済をする決済業者が現れてきたわけであります。 

 インターネットをベースとする決済業者というのは、プロプライエタリーな決済ネット

ワークをもっている業者さんよりも、ネットワークの利用コストとかシステムの維持管理

のコストにおいて圧倒的な優位性がありますので、国によってはこれが圧倒的なシェアを

占めてしまうということはよくある現象だと思います。例えば中国のアリペイ、ウィーチ

ャットしかり、あるいはアフリカのＭ-Pesaしかりということだと思いますが、アメリカ

でも徐々に伝統的なクレジット、デビット業務よりも、より安いコストで提供するものが

増えてきています。現在ではビザ、マスター、アメックス、ダイナースといったところが

混在しておりますけれども、将来的には、いわゆるクレジットカードがクレジットカード

として提供される必要はないのではないか。決済さえできればいいのであれば、資金が足

りない人には与信を行う、資金のある人にはプリペイドで決済を行う方式であれば圧倒的

に安くできるわけですので、そちらに移行していくのではないかと、当の米国・欧州など

のカード業者もそのように考えているようであります。結果として、新しい時代にインタ

ーネットをベースとした決済システムが大きなウェートを占めるという世の中になること

を想定した形で、ではどのように現在のビジネスを担っている者たちがこのビジネスを変

えていくのかということが非常に大きな課題になっているように聞いております。 

 もちろん、既に顧客の基盤を持っていること、例えば日本でいえば様々なクレジットカ

ード会社さんが足で稼いで多くの加盟店さんを獲得したというのは非常に大きな財産だと

思います。しかし、現在はその部分を多くのキャッシュレス決済業者さんが侵食している

わけですし、キャッシュレス決済業者さんは、未来永劫かどうかわかりませんが、加盟店
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手数料は取らないという主義で今はビジネスをやっておりますので、そうなると中小の事

業者さんを含めて、クレジットカードであれば３％とか４％、あるいはもっと高いところ

もありますけど、それだけ取られるのに比べて、ゼロであるというビジネスの人たちが出

てきているということを想定すれば、決してクレジットカードの今の地位は安泰ではない、

つまり、今後キャッシュレスになるからといって、キャッシュレスの勝ち組は、クレジッ

トカードではないだろうと私は思っているのです。 

 そういう中で、今のクレジットカード業界に課せられた規制上の桎梏というのが色々あ

ります。今日の前半の議論でも申し上げましたが、できる限り業者の自由に任せて競争さ

せたほうがよくて、こういうことをやりなさいと言えば言うほど、必然的に自由度は無く

なり、競争力も無くなるということで、その業界自体が縮小してしまうことが早まるとい

うリスクがあるのではないかと私は懸念しております。もちろん、これまで特に銀行がデ

ビットカード等のビジネスをきちんと提供できない状態でクレジットカードを提供して、

日本の国内のキャッシュレス決済を担ってきたという意味では非常に大きな貢献をなさっ

たクレジットカード業界さんが、今後それがずっと続くのか、それとも世の中の環境変化

によって変わっていくのかということは十分に見極める必要があると思いますが、私自身

が懸念するのは、例えば過剰な規制によって業界が非常に不利益を被るという形になるこ

とはできる限り避けたほうがよいだろう。その上で自由に競争して、ある程度フリーハン

ドで新しいことにチャレンジできるようにしていくことが、これからのクレジットカード

業界さんにとって非常に大事であり、また、それは新しく勃興するFinTech業界とのイコ

ールフッティングでの競争という意味から、結果として消費者の利益にもなることではな

いかと考える次第です。 

 その意味では、最後の部分の書きぶりは、もちろん実際に報告書で書けることには限り

があると思いますが、そういった危機意識はぜひ根底にあるべきだと考える次第です。私

からは以上です。 

○岩原委員長  それでは二村委員、お願いします。 

○二村委員  ありがとうございます。 

 問題関心は岩下委員と似ているところもあり、まず第１に、岩下委員も仰っていました

が、日本のカード業界というのは世界的に見れば非常に特殊な状況である。すなわち、規

制法というか、根拠法といいますか、それもちょっと微妙ですが、とりあえず規制をして

いる法律が割賦販売法であるが、これは一番大きな部分であるマンスリークリアはアクワ
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イアリングについてのみ規定をしており、それ以外は全く触れていない。かつ、実際は資

金を動かしていく、あるいは支払いをしていくというところと信用供与という二つの側面

から成り立っているのだけど、信用供与を受けるか受けないか、どういうふうに資金を調

達していくかという部分と支払いというのは質が違う話なのに、これを一緒くたにしてい

るというところで、かなり特殊であるとは思っております。 

 その一方で、では完全にバンキングでやったらどうなるのかということになると、一つ

は預金受入れができるということですから、例えばキャンセルがありました、あるいは先

入金をしておきましたというと、それはアカウントの中に受け入れて置いておいて、何か

支払いが起きたときにそこから差し引いていくという処理が可能になる。現状では、カー

ド会社は預り金というのができないので、受け取ってもさっさと返金する。余計なお金を

かけているわけです。こういうことをやらなくてよくなる。あるいは、これも今のクレジ

ットカードでどこまでどうなのか、色々議論はありますが、原因関係と紐づかない資金移

動ができるということになりますから、当然のことながら個人間送金であるとか、様々な

新しいサービスを生み出す力にもなる。 

 しかしながら一方で、岡田参事官がいる前で大変申しわけないのですが、現状のバンク

に寄せるのが最適解かといわれると、銀行法のもとでの金融庁の非常に厳しい規制と規制

対応コストというものを考えると、この薄利多売の商売が成り立つとも思えないのです。

ここのところを、低コストで、皆が利便性を享受でき、自由度が高いものをつくり出すの

にどうするかという視点を置かないと、横断化という議論を非常に矮小なものにしてしま

う危険があり、ここで「決済ネットワークのあり方」と、せっかく今後の話を振っておき

ながら、その前段の方では各省庁間でというところに行ってしまうというのは、議論が非

常に小さく小さくまとまる危険があるなというように感じるところでございます。 

 もう一つだけ申し上げると、横断化をしていって支払いというところに寄せる、あるい

は資金移動というところに寄せていくというのは一つの方向性であるのですが、他方、日

本の法規制が、これは良い部分でもあると思いますけれども、商流と絡み合っているとい

うことを正面から受けとめて規制体系を創り上げてきている。という部分は、消費者保護

も含めて見たときには非常に良いあり方であったのだろうと思います。バンキングや資金

移動という中では非常に手が薄くなってしまう部分、ここをどうやって、無駄なコストは

掛けないけれども適切な消費者保護も維持していくのかというところを考えて決済ネット

ワークというのは考慮すべきだと思っております。 
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○岩原委員長  田中委員。 

○田中委員  まず個別の論点から意見を述べさせていただきたいと思いますが、２ペー

ジ目から３ページ目にかけて、性能規定のところに関しまして、指定信用情報機関の信用

情報の使用義務に関して、使用義務を課す、段階的に見直すという記載になっていますが、

個人的には少額も、技術・データを用いた与信に関しても、登録は残しておくべきかと思

いますが、使用義務は無くてもよいのではないかと思っていますし、少なくとも３番の技

術・データを用いた方では、これは前回も議論がありましたが、事前のプレッジのところ

で経産省側でCICの情報を用いて、それを用いながら評価するというお話もありましたの

で、自主的に事業者側が使っていなくても評価はされるという理解もできるのではないか

と思いますので、少なくとも３番については使用義務まで課さなくてもよいのではないか

と思います。 

 それから、第３章、４ページ目以降ですが、１ポツから５ポツまでありまして、各段落

の末尾が非常に気になったのですけれども、１番目、進めていくことが必要ですと書いて

います。２番目も推進していくことが必要であると書いています。３番目も検討を行うこ

とが必要ですと書いてありまして、飛びまして５番目も検討を深めることが必要ですとな

っているのですが、４番目のAPIのところだけ「必要か検討を行うことが求められると考

えられる。」と、非常に婉曲というか、やや弱気な文章になっていますけれども、岩下委

員や二村委員のお話にもありましたとおり、これから先、決済とかキャッシュレスのイン

フラなり仕組みをどう考えていくかという流れにおいて、APIというのはその中でいうと

非常に小さな話であると思うのですけれども、APIしないという話は原則としてはないの

ではないかと個人的には思っていますし、一方で銀行のAPIのところで各社対応に非常に

苦戦しているという話はありますけれども、だからといって、これまでどおり個別に線を

つないで仕様を決めてとか、裸のIDとパスワードを預かってスクレイピングするとか、そ

ういう話ではあり得ないと思いますので、そういう意味ではここははっきり「検討を行う

ことが必要である。」と書き切っていただきたいなと思います。 

 それから、最後、３章についての全体の話ですけれども、５ポツの今後の決済ネットワ

ークのあり方というところは、４番目、２番目、１番目ともそれぞれ関わってくることだ

と思いますけれども、５ポツではネットワークと書いてありますけれども、岩下委員、二

村委員も仰られたとおり、どちらかというとエコシステムとか、市場構造といった視点で

改めてきちっと議論していくことが必要なのだろうと思っています。そのときにはクレジ
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ットとか、デビットとか、プリペイドとか、まさに横断的にどういう決済のエコシステム

が必要で、それに向かってどういう法制度が必要なのか、あるいはビジネスモデルを個別

の事業者で考えなければいけないのか、さらにはどういう仕組を各社が持たなければいけ

ないのかというところを考えていかなければいけないだろうと思います。 

 今日の議論でも「段階的に」とか、前回の議論でも「過去の経緯を踏まえて」というよ

うなステップ論のような検討の色々な議論がありましたけれども、過去の経緯を踏まえて

漸進的に変えていくということは言葉としては当然理解はできるのですけれども、ではそ

のペースって適切なのでしたっけというところは、将来的に、いつ、どういう状態を目指

すのかというところが共有されていないとそもそも判断できないなと思いながら聞いてお

りました。現時点で日本の決済の仕組みについて、インフラあるいは市場のあり方につい

て、この場、あるいは金融庁も含めて共有されているものがあるかというと、はっきりい

ってないのが現状だと思いますので、ここまでの議論はここまでの議論として進めていく

必要があると思いますが、早々に金融庁とか経産省という壁を取り払った議論をしていく

必要があると思いますし、関係する団体あるいは事業者も含めて、その議論から逃げては

いけないのではないかと思っています。 

○岩原委員長  それでは沢田委員、お願いします。 

○沢田委員  ありがとうございます。 

 今、田中委員が仰ったこと、全く同感です。前半の小委員会でも発言させていただきま

したが、省庁の壁とか言わずに、合同会議でも何でも、両方の良いところどりができるよ

うな議論をして将来像を先に創った上で、初めて漸進的に、今の段階で何ができるかとい

う話がされるべきで、それが無いまま、今できそうなことだけちょろっとやるという対応

は余り良くないのではないかと私も思います。 

 その意味で、ちょっと細かい話になっていくのですが、骨子案の２ページ目の冒頭のあ

たりで、リスクベース・アプローチの考え方を導入することが適当とあるのは全く賛成で

すが、その後にリスクとは何かという説明があると次に繋がりやすいと思います。例えば、

ここでいうリスクとは事業者にとっての延滞リスクのことではなくて、個々の利用者にと

っての過剰与信リスクのことである。この観点でいえばビッグデータ・ＡＩ等の技術・デ

ータを用いた与信管理が行われている場合には過剰与信のリスクが低いとみなすことがで

きると入れると、次に繋がりやすいのではないか。なぜ少額・低リスクという概念を設け

て規制緩和をするかという理屈が立ちやすいのではないかと思いますので、それを挟んで
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はどうかという提案です。さらに、これはある程度の金額の場合でも同じことが言えるは

ずなので、まずは少額から始めてみて、問題がなければ徐々に広げていくというトーンで

書かれるべきではないかと思います。 

 その意味では、「少額」という新たな類型をつくる必要性には若干疑問も残っています。

様々な規制を合理的に考え直していく必要があるのは少額サービスに限られないという指

摘は複数の委員から出ていたと思いますし、担い手はFinTech企業でなくても、既存のカ

ード会社でも銀行でもいいわけで、機能に着目して規制のあり方を変えていくという中で、

業態ごとの縦割りをさらに細分化するような、逆に複雑にしてしまっているのではないか

という印象もなくはないと思います。とはいえ、運用次第の話ではあるので、新たな類型

を設けることにどうしても反対というわけではないのですが、もうちょっと、将来像のと

ころから考えて、第一歩としてこれがいいのかどうかと考えてもいいのではないかという

のが１点です。 

 もう１点、ついでに言わせていただきますと、与信審査のところで個人データの取扱い

についてしつこく申し上げましたが、骨子の中には一言も触れられていないのがとても寂

しいです。今後膨らませていかれるということなので、どのように取り扱っていただける

のか関心があります。個人情報保護法も信用スコア的なものに着目して見直しがされると

いう報道がありましたが、個人情報保護法に全て委ねてしまうのか、経産省としての与信

審査における考え方を打ち出さなくていいのか、やはりお考えいただきたいと思います。

以上です。 

○岩原委員長  池本委員、お願いします。 

○池本委員  池本でございます。 

 １ページから３ページの各論点については、前回までに、様々な考え方がある中で、事

務局でこの線でまとめていただいているということですので、基本的にはこれに賛成した

いと思います。 

 ４ページから５ページの今後の課題というところについて若干申し上げたいと思います。

今、クレジット決済自体も様々な流れがあることと、プリペイドや即時払いなどのキャッ

シュレス決済全体が大きく動いているということは皆さん御指摘のとおりですし、金融庁

もこの点を議論しておられるところですが、私は、この議論をするときには消費者にとっ

て安全・安心な決済手段であり、かつ利便性も向上させていくということ、これを根底に

据えるという、今日の報告書骨子案の冒頭にある観点は、やはり忘れてはならないと思い
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ます。その意味で言いますと、クレジット決済がまさに先輩格で、イシュアーとアクワイ

アラーで役割分担をしていく中で、カード発行会社、イシュアーは加盟店を直接見ること

ができないではないか、そういう議論の中でアクワイアラーに対して加盟店調査義務を入

れたということもあります。他方で、従来はプリペイド決済については加盟店調査義務は

無かったわけですが、資金決済法21条の１で苦情の適切処理義務が入って、あれはまさに

割販法にある規定と同じような形で入っているのですが、実はプリペイドその他の分野に

ついても、発行会社と加盟店開拓するところの分業が既に進んでいるわけで、今のままで

十分ではないのではないか、むしろ金融庁にこそ頑張っていただきたい課題ではないかと

思っています。 

 そういう議論の中で、先ほどもどなたかから御指摘がありましたが、割販法はマンスリ

ークリアのところはアクワイアラーについては規制があるけど、イシュアーにはない。あ

そこだけがいびつな形になっています。実はその問題に私は影響していると思うのですが、

キャッシュレス決済業者の中で、翌月返済する貸金業と資金移動業を組み合わせて商品代

金を決済するポストペイサービスというようなものも登場しています。実はこれはマンス

リークリアのクレジット決済そのものではないか。具体的な仕組みを精査していませんの

で言い過ぎなのかもしれませんが、元々の、平成28年以前は、マンスリークリアについて

はイシュアーもアクワイアラーも直接の規制対象ではないということを前提にすれば特段

問題は無かったのでしょうけれども、28年改正が施行された以降、現在でいえば、実は今

のポストペイサービスの中の加盟店との仕組みの立て方によっては、現行法の割販法でア

クワイアリングの部分について規制を受けるべきものもあるのではないか。実は現行法下

で消費者の安全・安心を確保する仕組みとの関係で十分周知徹底されていない部分もある

のではないかということを危惧しています。その意味では、将来像の議論をしていく上で、

消費者の安全・安心を確保する上で、現在でも十分周知徹底されていないところもあるし、

これからのありようもそういうところで考えていただきたいと思います。 

 もう１点だけ、これは平成28年改正の施行状況に関するものという課題になるのかもし

れませんが、消費生活センターの相談員と事例検討会などに接していくと、カード発行会

社、イシュアーに対して苦情の申立をして、アクワイアラーには決済代行会社にきちんと

伝えて対応してください、あるいは決済代行会社を教えてくださいといっても、カード会

社によるのかその担当者によるのかはっきりしないのですが、うちは決済代行もアクワイ

アラーもわかりません、調べようがありませんという回答なのですというのが、複数の相
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談事例で私は報告を受けました。現在の改正法がまだまだ十分業界の中でも徹底されてい

ないところがあるのではないか。まずは着実に進めていくところもみながら、将来像をあ

わせて検討していただきたいというふうに思います。以上です。 

○岩原委員長  それでは渡辺委員、お願いします。 

○渡辺委員  まず、この骨子案はこれから具体的な肉づけがなされていくのだというこ

とを前提として少し申し上げたいと思います。 

 全体的な流れとしては、もちろん異存のあるものではございません。その上で、これは

場所でいうと２ページになりますでしょうか、リスクベース・アプローチのところに出て

くるのですけれども、今回の小委員会の審議の一つの大きな目玉は、少額包括信用購入あ

つせん業者という概念を導入してプレーヤーとして認めていこうということではないかと

思います。そうしますと、報告書の骨子案にも書かれておりますとおり、さまざまな方が

参入してくる可能性が高い。これまでこういった業界に近い立場にあった方、あるいは全

く関係のない方々が参入してくることが予測されます。そうしますと、もちろん法律でど

ういうたてつけの規制をかけていくか、どうやって活躍していただくかということは重要

なことなのですけれども、恐らく法律とか政省令の事項ではないことが、うまくこういっ

た方々にプレーしていただくかどうかを決定づけるというところがあると推測しておりま

す。具体的には、社内体制整備をどうやっていただくかとか、あるいは認定割賦販売協会

がどのように研修を行っていくかというような中で、例えば営業部門とは独立した監査部

署にかわる監査方法を認めるとかいったこともそうなのですけれども、こういったことを

うまくワークさせていくことが重要なのではないかと、印象としてもっております。 

 その意味では合理化、それから柔軟化という表現が何か所かで使われておりますけれど

も、これは合理化、柔軟化ということであって、こういったプレーヤーとして入ってきて

いただく方にも同じような法のたてつけのもとで事業を営んでいっていただきたいという

ことですので、決して緩和ではない。合理化、柔軟化であって、緩和するというものとは

違うのだというメッセージを、骨子案の中に文言として盛り込んでいただくことを希望す

るということであります。それが一つです。 

 それからもう一つは、５ページの新成年への対応というところと関係があるのかもしれ

ませんので、さっきの議題の中で発言したほうがよかったのかもしれないのですけれども、

先ほどの中でも事業者さんが非常に多様であろうということが出てきて、こういった中で

どのように制度設計するべきかというお話が今も出ておりました。その場合には、業界の
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動向というか、何を目指すべきかということ、あるべき姿というものをきちんと見据えて、

それに向けて議論をしていくということではないかと思います。 

 さらに、先ほどから語られていたことの中に消費者の多様性ということも出てきました。

先ほど来、自分はこうであるとか、大体年齢層がこのぐらいの人はこうであろうといった

お話が出てきておりましたし、それはそれで真実なのだろうと思うのですけれども、それ

はまさに人によって様々であって、例えば私は今、大学におりますけれども、18歳ぐらい

から20歳代前半ぐらいまでの学生とゼミナール等を通じては相当親しく話をすると、彼ら

の考え方はまさに様々です。従って、消費者の多様性というときに、事業者の場合には将

来動向をきちんと見据えてということが言えるとしても、消費者の場合にはどういう人を

念頭に置くのかということが非常に難しくなってくるのではないかと思います。平均的な

消費者なのか、賢い消費者なのかとか、色々言われるだろうと思うのですけれども、多様

な消費者がいるとすれば、消費者の場合には弱者に配慮するということを常に忘れずにと

いうことが必要になってくるのではないかと私自身は考えております。そのほうが国民の

納得は得られやすいのではないかというのが私の感想であるということを申し上げたいと

思います。 

 それから、最後に、池本委員が発言してくださったことの繰り返しになってしまうので

すが、第１章のところを拝見して、この議論を始めていく上で最初のころに出てきた安

全・安心という言葉が消えていると思いまして、消費者保護と消費者の利便性の確保とか、

適切な消費者保護という言葉は出てきているのですけれども、一つのキーワードであった

安全・安心という言葉が、少なくとも今の骨子案の中では出てこなかったようにお見受け

いたしましたので、これは強い要望ということではなくて、希望というか、どこかでこの

キーワードも触れていただけたらというのが感想でございます。以上です。 

○岩原委員長  唯根委員。 

○唯根委員  ありがとうございます。 

 今の渡辺委員と同じような意見になりますが、あと、細かい点でお尋ねしたいのですが、

２ページの、前に催告書面の期間のときに申し上げたのですが、例えば５日～10日という

ことで具体的に数字が書かれてしまっている部分、どうしても５日は、今までの20日間か

らしますと、消費者側からすると非常に短いなというところがありますので、例えばで書

いていただくにしても、ここはせいぜいクーリングオフの８日間以上ぐらいで書いていた

だけないかなと思います。 
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 それから、３ページのプレッジ＆レビューの考え方を基本とするというところ、３ペー

ジの③の技術・データを用いた与信審査手法のところで出てくるのですが、私なりに理解

すると、これは自発的に事業者さんが目標値を立てて、それを第三者が確認するという手

法だと読ませていただいたのですけれども、この辺、後の適正運用のための内部管理体制

の整備、新しい認定制度を設けというふうに書かれているので、この制度内容がどういう

ものになるのかというところでもう少し具体的にわかってくるのかなとは思うのですが、

余りに自主的に任せてしまわれるとどうなのかな。最後の行、事後チェックの（ｃ）のと

ころに、著しく不適正な与信審査の場合の行政処分を行う。この著しく不適正な与信審査

の場合というのはどういうケースを想定されるのか、この辺も具体的に例が書かれたりす

るのかどうか、伺ってみたいと思って質問させていただきます。 

○岩原委員長  正田課長、お願いします。 

○正田商取引監督課長  １点目のプレッジ＆レビューのところですけれども、こちらは

あくまでも事業者の方が与信審査の手法と延滞率など、特に少額については延滞率も含め

てということになりますが、それをプレッジし、きちんと行政なりも含めてレビューをし

ていくという考え方でございまして、事業者の自主性だけに全てを委ねるということでは

ないわけでありますし、これは賛否はいろいろありますけれども、事前・事後チェックを

するという考え方で整理をさせていただいておりますので、全てが事業者ということでは

なくて、事業者の自主的な創意工夫であるとか、そういったものも前提としたプレッジ、

それから行政も一緒になってその適正性についてはレビューをし、きちんと適正な与信審

査が行われるように確保していくということであろうと思っております。 

 また、事後チェックのところの著しく不適切な場合ということですが、ここについて細

かく、こういうことだと今の時点で決めているわけではありませんけれども、例えば一定

のプレッジされた延滞率の中で与信管理をすべきところ、意図的にそこから外していると

か、あるいは長期間に渡って何ら改善するということがないとか、明らかに改善の可能性

といいますか、見込みがなかったり、経済的な環境によらない意図的な形での逸脱が著し

いとか、そういった場合には特に厳しい形で、しっかり厳格に制度運用をするという意味

で、行政的な措置、処分だけではないですけれども、報告徴収なども含めて行政的な措置

というものが出てくるということであろうと思っております。そこのところは不適切な状

況、態様と、行政上の措置の軽重というのがそれぞれ比例しながら行政としての制度運用

をしていくことになろうかと思っております。以上でございます。 
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○岩原委員長  岩下委員、池本委員、二村委員は二度目のご発言をご希望ですか。 

 では岩下委員。 

○岩下委員  若干時間がありそうなので、２回目の発言をお許しください。 

 今ほどの議論の中で私がちょっと気になったのが、先ほど池本委員が、現在の割賦販売

法の消費者を保護している機能というのは大変大事であって、今後それが例えば資金決済

法なり銀行法なりという分野にいったときに、金融庁にぜひその部分をきちんとやってほ

しいという趣旨のご発言をしたように聞こえたところであります。また、渡辺委員や唯根

委員からもそれに類したようなご発言があったような気がいたしますが、私は、それを決

済を担う業者に求めるのはお門違いなのではないかと指摘しておきたいと思います。 

 たまたま割賦販売法、すなわち一時的な与信を伴う決済の行為が不適切な業者を経由し

て行われた場合に、その不適切な業者が消費者に対して不利益なことを行う可能性もあり、

かつ、例えば貸し倒れ等で当該割賦販売の事業者に不利益を被らせる可能性もあるから加

盟店を審査するという、経済学的なところでいくとシナジー効果によってそのようなこと

が結果として生まれたと考えるべきであって、決済一般について決済の担い手が物を売っ

ているお店を審査して、例えば反社勢力とか、そういうものは別ですけど、普通のビジネ

スをやっている人たちが、このビジネスはいいビジネスだから銀行のサービスを使わせる、

このビジネスはちょっと良くなさそうなビジネスだから使わせないなどということを、そ

もそもするべきではありません。現金であれば全ての人が使えるということは、強制通用

力ということで法律上も担保されていることです。クレジットカードの場合だけ抗弁の接

続だとか切断という話が議論になるのは、たまたまそういうビジネスモデルだったからで

あって、それが全ての取引における決済事業者の責任であると考えるのは拡大解釈なので

はないか。それは本来であれば、例えばクーリングオフなり、その他の一般的な消費者保

護の規定に基づいて行うべきであって、たまたま今、割賦販売上の割販業者が加盟店の審

査義務を果たしているからといって、例えば今後FinTech企業は様々な決済を担うように

なったときに、決済をする担い手を全て、怪しい人でないかどうか審査してからサービス

を提供しなさい、例えばプリペイドであったり、同時決済のデビットカードのようなもの

であった場合でも、常にチェックしなさいとルール化することが、果たして社会のコンセ

ンサスになっているのでしょうか。そこまで決済事業者に求めるのは過重なことだと思い

ますし、その部分については個々の消費者の賢明な判断と、消費者を保護するためのきち

んとした枠組みによって保護されるべきであって、決済事業者はよほどのことがない限り
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は、当事者間の仲介の役割を果たして資金を決済するということで足りると考えるべきだ

と私は考えております。以上です。 

○岩原委員長  二村委員、お願いします。 

○二村委員  ありがとうございます。先ほど触れ忘れましたので。 

 今後の決済ネットワーク等を見ていくときに、諸外国を参考にしてという言葉が何回か

出てきているのですが、諸外国以上に注視しなければいけないのは国際ブランドであると

認識しております。実際のところはクレジットカードあるいは国際ブランドつきのデビッ

トカードなどについては国際ブランドのルールの上で動いており、もとより、それについ

ては各国の法律によって別のルールをつくれば現地法優先の原則によってそちらが優先さ

れることにはなりますが、デフォルト値から外れるということは、当然そこにコストも発

生することになります。どのようなルールで国際ブランドが動いているかを知らずして日

本のルールをかくあるべしと決めていくというのは、結果として全体のバランスを崩す場

合がある。今までの割賦販売法の議論の中では、残念ながら国際ブランドのルールがどの

ようになっているかというところまで意識を配って議論をしてきたとは余り見受けられな

い。その部分について今後考えるのであれば、特にあるべき姿を考えるのであれば、その

点についても十分配慮すべきだと思うというのが１点目でございます。 

 それから２点目、今までの議論と重なる部分がございますが、たしか以前のこの小委員

会の報告書の中で、消費者の利益というのはただ単に消費者が被害に遭わないということ

だけではないはずだ。安価に、利用しやすい決済ネットワークにアクセスできるというこ

とは非常に大きな利益のはずであるとまとめていたと記憶しております。そのような観点

に立ってみた場合に、確かに安全というのは消費者利益であり、非常に大事なことなので

すが、安心という主観的なものまでコストをかけて守るべきかというのは議論の余地があ

り、報告書の中で安易に安心と安全をセットで述べないでいただきたいと思っているとこ

ろでございます。 

○岩原委員長  よろしいですか。他に何か御発言ございますか。 

 與口さん。 

○與口様  ありがとうございます。 

 資料の２ページ目から３ページ目にかけて信用情報機関に関する部分が記述されており

まして、最後のほうに独占性に鑑みてということで、今後、適切に運営がなされる枠組み

を整備するということが記述されております。これについては前回のこの会議で独占性に
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ついて発言があったと理解しているところでありますけれども、独占性に関しては、確か

に割賦販売法の指定信用情報機関というのは、指定条件を満たすことができるのは今一つ

しかありませんので、そういう意味では独占状態にあるということですけれども、今回の

改正の眼目の中でＡＩとかビッグデータを使って与信が認められていくということから考

えたときに、指定信用情報機関が果たす役割というのも大分変わってくるような気がして

います。色々なモニタリングとかスコアリングを手がけるような企業さんが出てくる中で、

ある種、競争にさらされていくということも考えられますので、そういう意味からすれば、

今までやってきたような例えば営業時間をどうするとか、そういうことについて引き続き

議論するのはとても大切なことだと思いますので、そういうことはいいと思うのですけれ

ども、必要以上に独占性から規制をかけることによって、足枷とは言いませんけれども、

彼ら自身も競争の中でより良いものにしていく必要があるという部分が理解できるような

記述にしていただけるとありがたいなというのが１点です。 

 それから、最後に今後の決済ネットワークのあり方というのが追加になっているのです

けれども、ここについては今まで議論をしてきていないということもありますので、どう

言っていいのかわからないのですけれども、決済ネットワークのあり方というのは非常に

大切なことだと思っておりますし、我々自身も日々、色々な意味で考えなければいけない

と認識はしているのですけれども、規制の面から考えていくべきなのかどうかというのは

非常に悩ましくて、まさに、もう少し色々なことを議論した上で慎重に取り扱っていく必

要があるのではないかなと思いますので、一言述べさせていただきます。 

○岩原委員長  よろしゅうございますか。 

 神田さん、どうぞ。 

○神田様  本日は辻が所用によって参れませんので、私、マネーフォワードの神田が代

理で出席しております。 

 一つ、余り大きな論点ではないと思いますけれども、５ページの決済情報の利活用につ

いて、APIの開放を検討を行うことが求められると考えられるという表現がございます。

先ほど田中委員からも、他の段落と平仄を合わせた表現にしたほうがいいのではないかと

いう御発言があったと思います。オープンAPI、あるいはAPIの開放という点については、

今、銀行界の方で進められているところでして、金融サービスのデータをどんどん外部に

開放して色々活用していく、あるいは銀行、クレジットカード事業者自体もそれを利用し

ていくことで金融サービスの付加価値を高めていくという大きな流れについては、非常に
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意義のあることですし、着実に進めていくべきという点については全く異論はありません。 

 一方で、田中委員も仰っておりましたけれども、銀行業の方で今進めているオープン・

バンキングの流れの中で、銀行業者とIT、FinTech、あるいは電子決済と代行事業者との

考え方、もちろん事業モデルの違いに起因するところで、一筋縄ではいかないといいます

か、ここでは詳しくは時間の関係もあって申しませんけれども、少し時間がかかる、ある

いはもう少し議論が必要だという中で進めて参っている点があると私は理解しています。

そういう意味で言いますと、事務局の方でこういう形で表現をやや弱めているのも、そう

いった点に配慮していると思われますし、一気呵成に日本全体としてオープンAPIを進め

ていくという進め方をするには、例えば事業者と金融業者の意識をもっと合わせていくと

か、あるいはデータが誰のものなのか、それをどういうルールのもとで開放していくべき

かという点をもう少し深く議論をしていくか、あるいはオープン・バンキングの方の議論

ですとか進め方を、ある程度、その進捗などを参考にしながら進めていくといったような

対応が求められていくのかなということで、表現を合わせるかどうかという点は事務局に

お任せしたいと思いますが、こういった配慮の中でオープンAPIについては議論をしてい

くべきという点についてコメントさせていただければと思います。 

○岩原委員長  よろしゅうございましょうか。 

 皆様からご意見をいただきまして、色々ご意見がございましたが、現状より少しでも合

理化を図っていくという意味で、基本的にこの骨子案を支持していただいているかと思い

ます。 

 私も個人的な感想を申し上げさせていただきますと、先ほど二村委員、それから田中委

員、沢田委員からも御指摘がございましたように、合理化を進めていくにしても、将来ど

ういう決済のあり方を創り上げていくかという構想がないといけないと思います。そうい

う意味で第３章１の決済横断法制、これはぜひ積極的に進めていただきたい。正田課長と

岡田参事官に、特にお願いしたいことでありまして、世界で決済についての競争が進んで

おり、さっき二村委員が仰いましたように、国際ブランドが非常に大きい影響を与えてい

るわけで、その中で日本が競争力を持った決済システムを創っていくためには、そのイン

フラである決済法制の横断化がぜひ必要でありまして、その点はスピード感をもって進め

ていただきたい。それをお願いしたいと思います。 

 それとともに、例えば沢田委員、二村委員、あるいは田中委員の御意見に含まれていた

と思いますが、割賦販売法というのは決済に関する法制であるとともに、信用供与に関す
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る法制でもありまして、決済の法制の横断化とともに、信用供与、与信に関する法制の横

断化、とりわけ消費者信用法制の横断化が必要だと思っております。その意味では、割賦

販売法は、消費者信用の分野で一番進んだ立法をしてきたのですけれども、それと並んで

貸金業法ですとか銀行法その他の与信を扱う法制についても、横断的に合理的な法制がつ

くられる必要があると思います。先ほど抗弁権の接続の問題なども出ましたけれども、ア

メリカでは抗弁権の接続についてはクレジットカードだけでなく、手形、小切手を使った

決済についても同じような法制が、各州法や連邦取引委員会の規則により行われているわ

けでありまして、イギリス、カナダ、オーストリア等においても同様の立法がなされてい

ます。そういう点でも横断的な法制の整備が日本でもぜひ必要だと考えておりまして、正

田課長、岡田参事官、よろしくお願い申し上げます。 

 皆様、大変熱心な、活発な御意見をいただきまして、誠にありがとうございました。本

日、ほぼ骨子案については皆様の御了解がいただけたと思いますので、この辺りで議論を

締めくくりたいと思います。事務局におかれましては、本日、各委員からいただきました

御意見を十分に踏まえて、今後の小委員会における議論に反映していただくようお願いい

たします。 

 また、各委員の方々におかれましては、本日、時間の制約上御議論いただけなかった点

がございましたら、事務局まで遠慮なく御意見をお寄せいただきたいと思います。 

 それでは、最後に事務局から連絡事項をお願いいたします。 

○正田商取引監督課長  今後の開催につきましては資料４でございます。次回につきま

しては12月17日、16時から18時ということで、報告書案につきまして御討議いただく予定

です。 

 詳細につきましては岩原委員長と相談の上、御連絡申し上げたいと思います。特に報告

書案につきましては、基本的には事前に委員の皆様方から意見をいただいて、その上で17

日に臨みたいと考えておりますので、多忙な中、恐縮でございますが、そういった段取り

につきましてぜひ御協力を賜れればと思います。よろしくお願いいたします。 

○岩原委員長  どうもありがとうございました。 

 本日は熱心な御審議をいただき、活発な御意見をいただき、誠にありがとうございまし

た。以上をもちまして本日の小委員会を終了させていただきます。 

 

                                 ─了─   


